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Ⅶ　居住用定期借家契約関係
⑴　管理物件のうち、定期借家契約はどれくらいの割合か該当するものに○をしてください。
　

　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,256件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど「1.0％（定期借家契約はない）」という回答割合が低く、区分D

において「7．その他」という回答割合が他の区分に比して高いが、「7．その他」の回
答は、40％～100％の範囲内の回答がほぼ全てを占めた。

　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1～99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～
9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です
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⑵　上記⑴で2．～7．のいずれかに○をした方のみご回答ください。

　

　

　

ⅰ）�定期借家契約の賃貸借期間で最も多いものに○をしてください。

ⅱ）�定期借家契約書に、再契約ができることについて記載していますか。記載している場合、どのような
条件付けをしていますか。該当するものに○をしてください。（複数回答可）

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（1,564件）に対する割合を記載しています

ⅲ）�定期借家契約にした際の特筆すべきトラブルがありましたか。該当するものに○をしてください。	
（複数回答可）

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（777件）に対する割合を記載しています
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ⅳ）�定期借家契約が活用しにくい理由にはどのようなものが考えられますか。該当するものに○をしてく
ださい。（複数回答可）

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（1,426件）に対する割合を記載しています
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Ⅷ　災害対策関係
⑴　平成23年3月の東日本大震災以降、全国で地震、津波、水害等に対する災害対策の必要性が
指摘されていますが、今後予想される災害への対策の観点から貴社管理物件においてどのよう
なことを実施していますか。

　

　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,225件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど1．～4．いずれの回答割合も高い傾向にあり、「5．特になし」

という回答割合が低い。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1～99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～

9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です
　

ⅰ）�賃貸人からどのような対策の相談がありますか。該当するものに○をしてください。	 �
（複数回答可）

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,420件）に対する割合
を記載しています
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　〇首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される本社所在地一都九県の選択状況
　　※�全体の回答に比し、1．～4．いずれの回答割合も高く、「5．特になし」という回答割

合が低い。
　　　　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　　　　東京：384件、千葉：86件、神奈川：194件、静岡：34件、愛知：99件、
　　　　三重：23件、和歌山：11件、徳島：13件、高知：10件、宮崎：34件
　　　　有効回答者数（合計）：888件
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する上記一都九県本社所在地別の有効回答数に対する割合です。
　

　

ⅱ）�賃貸人にどのような対策を提案していますか。該当するものに○をしてください。	 �
（複数回答可）

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,392件）に対する割合を記載しています
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,201件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど「1．必要な耐震診断、点検の実施」という回答割合が高く、「5．

特になし」という回答割合が低い。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1～99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～

9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です
　

　〇首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される本社所在地一都九県の選択状況
　　※�全体の回答に比し、「1．必要な耐震診断、点検の実施」「 2．必要な耐震改修工事、補

強工事の実施」という回答割合が高く、「5．特になし」との回答割合が低い。
　　　　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　　　　東京：381件、千葉：83件、神奈川：196件、静岡：34件、愛知：100件、
　　　　三重：22件、和歌山：10件、徳島：13件、高知：10件、宮崎：34件
　　　　有効回答者数（合計）：883件
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する上記一都九県本社所在地別の有効回答数に対する割合です。
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,270件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※区分ごとに大きな相違は見られない。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1〜99戸）」「B（100〜499戸）」「C（500〜9,999戸）」

「D（10,000戸〜）」別の有効回答数に対する割合です
　

ⅲ）�既に居住している、もしくは新たに入居する賃借人に対して、どのような情報提供等を実施していま
すか。該当するものに○をしてください。（複数回答可）

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,468件）に対する割合を記載しています
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　〇首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される本社所在地一都九県の選択状況
　　※�全体の回答に比し「1．ハザードマップの確認と賃借人への説明」「3．災害発生時の避

難ビル、避難所等の避難施設に関する情報提供」という回答割合が高く、「4．特になし」
という回答割合が低い。

　　　　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　　　　東京：390件、千葉：90件、神奈川：195件、静岡：35件、愛知：102件、
　　　　三重：24件、和歌山：11件、徳島：14件、高知：10件、宮崎：34件
　　　　有効回答者数（合計）：905件
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する上記一都九県本社所在地別の有効回答数に対する割合です。
　

⑵　災害対策で必要な工事のために賃貸借契約の解除を賃借人に依頼した、又は依頼する予定があ
りますか。該当するものに○をしてください。
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,219件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど「3．依頼したことはこれまでないが、今後あり得る」という回答

割合が高く、「4．依頼したことはこれまでなく、今後ともない」という各回答割合が低い。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1〜99戸）」「B（100〜499戸）」「C（500〜9,999戸）」

「D（10,000戸〜）」別の有効回答数に対する割合です
　

　〇首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される本社所在地一都九県の選択状況
　　※�全体の回答に比し、「3．依頼したことはこれまでないが、今後あり得る」という回答割合

が高く、「4．依頼したことはこれまでなく、今後ともない」という各回答割合が低い。
　　　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　　　東京：384件、千葉：88件、神奈川：190件、静岡：39件、愛知：101件、
　　　三重：19件、和歌山：11件、徳島：13件、高知：9件、宮崎：34件
　　　有効回答者数（合計）：886件
　　＊下記の表の割合は、各質問に対する上記一都九県本社所在地別の有効回答数に対する割合です。
　

024-046_取引管理アンケート_売買.indd   44 13/10/18   10:04



RETIO.  2013.  10  NO.91

45

Ⅸ　賃貸住宅管理業者登録制度について
⑴　国土交通省の賃貸住宅管理業者登録制度を知っていますか。該当するものに○をしてください。
　

⑵　賃貸住宅管理業の登録について該当するものに○をしてください。
　

　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,339件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど「1．登録している」という回答割合が高い傾向にあり、「3．

登録していない」という各回答割合が低い傾向にある
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「Ａ（1〜99戸）」「Ｂ（100〜499戸）」「Ｃ（500〜

9,999戸）」「Ｄ（10,000戸〜）」別の有効回答数に対する割合です
　

⑶　⑵で3．と回答した方について、登録していない理由があれば○をしてください。（複数回
答可）
　

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（1,434件）に対する割合を記載しています
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Ⅹ　自由意見の概要
賃貸住宅管理業者登録制度について、同制度の義務化、あわせて管理報酬の明確化、制度の一
層の整備推進を希望する意見や、現行の制度はメリットを感じられないとする意見もあった。
滞納対策に関連して、悪質な滞納者に対する明渡し手続き等の簡便化を望む意見等があった。
また、耐震・防災対策が思うように進まない報告や、広告料等の授受のあり方につい
てルール整備等を求める意見などもあった。
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